
学校等の状況【児童数・通常学級数推計(児童数は、5月1日時点)】

7 8 9 10 11 12 13

（実数） （推計） （推計） （推計） （推計） （推計） （推計）

児童数（人） 435 429 429 418 399 386 368

通常学級数 13 12 12 12 12 12 12

支援学級数 5 6 6 6 6 6 6

（参考）学童 定員（人） 171 171 171 171 171 171 171

（283.5㎡） 保育利用見込数（人） 152 148 146 141 134 129 119

7 8 9 10 11 12 13

（実数） （推計） （推計） （推計） （推計） （推計） （推計）

児童数（人） 601 603 630 611 602 564 516

通常学級数 18 18 18 18 18 17 16

支援学級数 7 8 8 8 8 8 8

（参考）学童 定員（人） 185 185 185 185 185 185 185

（312㎡） 保育利用見込数（人） 170 165 172 161 149 134 114

7 8 9 10 11 12 13

（実数） （推計） （推計） （推計） （推計） （推計） （推計）

児童数（人） 305 325 363 401 465 549 652

通常学級数 12 12 13 14 15 17 20

支援学級数 6 7 7 7 7 7 7

（参考）学童 定員（人） 152 152 152 152 152 152 152

（255.2㎡） 保育利用見込数（人） 102 109 124 141 168 198 236

令和７年度　島本町教育環境保全対策区域の指定について

第一小学校区

年度 状況等指定理由

住宅開発等の影響により、転用可能教
室数の不足が見込まれるため。

令和7年9月19日

　島本町教育環境保全対策区域の指定については、当該年度以降の入学予定児童数が把握できる６年間の推計値及び各学校施設の状況から、引き続
き、第一小学校及び第二小学校を指定することが妥当であると判断いたしました。
　また、第三小学校区においては、令和１２年度に改修等不要の転用可能教室数が３以下となることが見込まれるため、今回新たに教育環境保全対策区域
に指定することが妥当であると判断いたしました。

小学校

第三小学校区

年度 状況等指定理由

住宅開発等の影響により、転用可能教
室数の不足が見込まれるため。

年度

第二小学校区

住宅開発等の影響により、転用可能教
室数の不足が見込まれるため。

状況等指定理由

小学校

小学校


